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※１ 普通会計　全国の自治体の財政状況を比較するための会計基準。市では一般会計に中島霊園事業会計と空港事業会計を加えたもの。　※２ 早期健全化
基準　財政破綻を防止するために設けられた危険水準を表す。四つの健全化判断比率のうち一つでも基準値を上回ると、財政の健全化に取り組む必要がある。

一
般
会
計
の
収
支

　

平
成
28
年
度
の
決
算
額
は
、
歳
入
が

８
２
３
億
６
６
６
２
万
円
、
歳
出
が

８
１
９
億
８
４
２
８
万
円
、
差
引
額
が

３
億
８
２
３
４
万
円
で
し
た
。（
図
１
）

　

こ
の
差
引
額
に
は
、
平
成
28
年
度
中

に
事
業
が
完
了
し
な
か
っ
た
た
め
、
平

成
29
年
度
に
繰
り
越
し
た
事
業
の
財

源
１
５
２
６
万
円
も
含
む
こ
と
か
ら
、

こ
れ
を
除
い
た
実
質
的
な
黒
字
額
は

３
億
６
７
０
８
万
円
で
し
た
。（
表
１
）

歳
入
の
状
況

　

昨
年
度
に
比
べ
て
、
市
税
が
約
２
億

２
０
０
０
万
円
、
国
庫
支
出
金
が
約
４

億
１
０
０
０
万
円
、
除
雪
費
用
や
災
害

復
旧
に
要
す
る
費
用
の
財
源
と
す
る
た

め
の
基
金
の
取
り
崩
し
な
ど
で
繰
入
金

（
図
１
で
は
「
そ
の
他
」
に
含
む
）
が
約

５
億
４
０
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
地
方
交
付
税
が
約
３
億
９

０
０
０
万
円
減
少
し
た
ほ
か
、
公
共
施

設
建
設
な
ど
の
大
規
模
な
投
資
的
事
業

が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
市
の
長

期
的
な
借
金
で
あ
る
市
債
の
発
行
額
が

約
17
億
７
０
０
０
万
円
と
大
き
く
減
少

し
た
た
め
、
歳
入
全
体
で
は
、
約
13
億

７
０
０
０
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し

た
。

歳
出
の
状
況

　

昨
年
度
に
比
べ
て
、
民
生
費
が
約
17

億
８
０
０
０
万
円
、
市
債
の
返
還
な
ど

に
充
て
る
公
債
費
で
約
４
億
１
０
０
０

万
円
増
加
し
ま
し
た
。
ま
た
、
一
連
の

台
風
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
農
地
や
公

共
施
設
な
ど
の
復
旧
・
修
復
に
係
る
事

業
費
の
増
加
に
よ
り
、
災
害
復
旧
費
が

約
１
億
８
０
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
商
工
費
で
約
16
億
円
、
消

防
費
で
約
７
億
６
０
０
０
万
円
減
少
し

た
た
め
、
総
額
で
は
約
９
億
１
０
０
０

万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計
の
収
支

　

市
の
会
計
に
は
、
一
般
会
計
の
ほ
か
、

国
民
健
康
保
険
会
計
や
介
護
保
険
会
計
、

ば
ん
え
い
競
馬
会
計
な
ど
、
全
部
で
九

つ
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

　

特
別
会
計
は
、
利
用
者
が
負
担
す
る

保
険
料
や
使
用
料
な
ど
が
主
な
財
源
で
、

収
入
と
支
出
の
関
係
を
明
確
に
す
る
た

め
、
一
般
会
計
と
区
分
し
て
経
理
を

行
っ
て
い
ま
す
。
特
別
会
計
の
決
算
額

は
、
表
１
の
通
り
で
す
。

帯
広
市
の
財
政
状
況

　

自
治
体
の
財
政
状
況
を
比
較
す
る
資

料
に
、
健
全
化
判
断
比
率
と
財
務
諸
表

が
あ
り
ま
す
。

健
全
化
判
断
比
率
が
示
す

財
政
の
健
全
さ

　

自
治
体
全
体
の
財
政
状
況
を
把
握
し

明
ら
か
に
す
る
た
め
、
財
政
健
全
化
法

に
よ
る
四
つ
の
指
標
の
公
表
が
各
自
治

体
に
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

実
質
赤
字
比
率
と
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

普
通
会
計
※
１
の
実
質
的
な
赤
字
額

が
、
市
の
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
ど

の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
の
か
を
示
す

指
標
が
「
実
質
赤
字
比
率
」
で
す
。
こ

れ
に
、
特
別
会
計
や
企
業
会
計
も
含
め

た
指
標
が
「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」
で

す
。
い
ず
れ
の
指
標
も
、
平
成
28
年
度

は
黒
字
決
算
の
た
め
、
実
質
赤
字
比
率

は
算
出
さ
れ
ま
せ
ん
。

実
質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担
比
率

　
「
実
質
公
債
費
比
率
」
は
、
一
般
会

計
な
ど
が
負
担
す
る
長
期
の
借
入
金
の

返
済
や
、
そ
れ
に
準
ず
る
支
出
が
、
市

の
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
ど
の
く
ら

い
の
割
合
に
な
る
の
か
を
示
す
指
標
で

す（
過
去
３
カ
年
平
均
）。
家
計
に
例
え

る
と
、
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
の
返
済
額
の

合
計
が
年
収
に
占
め
る
割
合
に
な
り
ま

す
。（
図
２
）

　
「
将
来
負
担
比
率
」
は
、
一
般
会
計

な
ど
が
抱
え
る
実
質
的
な
負
債
の
残
高

が
、
市
の
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
ど

の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
の
か
を
示
す

指
標
で
す
。
家
計
に
例
え
る
と
、
住
宅

ロ
ー
ン
な
ど
の
借
入
金
の
残
高
が
、
現

在
の
年
収
の
何
パ
ー
セ
ン
ト
に
な
る
か

を
示
す
割
合
に
な
り
ま
す
。（
図
３
）

　

市
の
平
成
28
年
度
の
財
政
状
況
は

い
ず
れ
も
早
期
健
全
化
基
準
※
２
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
か
ら
の
帯
広
市
の
財
政

　

帯
広
市
の
財
政
は
、
健
全
化
判
断
比

率
な
ど
か
ら
見
て
、
健
全
な
状
況
を
維

持
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
高
齢
化
の
進
行
な
ど
に
伴

う
社
会
保
障
費
の
増
加
や
、
公
共
施
設

の
老
朽
化
に
対
す
る
対
応
が
必
要
と

な
っ
て
き
て
い
る
一
方
、
国
か
ら
の
交

付
税
な
ど
は
減
少
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

今
後
も
厳
し
い
財
政
運
営
が
続
く
こ
と

が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
限
ら
れ

た
財
源
の
中
で
、
事
業
の
選
択
と
集
中

を
図
り
な
が
ら
、
市
民
の
皆
さ
ん
に

と
っ
て
、
希
望
の
未
来
に
つ
な
が
っ
て

い
く
よ
う
、「
フ
ー
ド
バ
レ
ー
と
か
ち
」

を
は
じ
め
と
す
る
各
種
施
策
の
推
進
に

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

市
の
決
算
と
財
政
状
況

平
成
28
年
度
の
各
会
計
決
算
と
主
な
取
り
組
み

財
政
課
（
市
庁
舎
５
階
、
☎
65
・
４
１
０
６
）

　
決
算
は
９
月
12
日
か
ら
開
催
の
定
例
市
議
会
で
審
議
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
水
道
事
業
会
計
と
下
水
道
事
業
会
計
の
平
成
28
年
度
決
算
は
６
頁
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

表１　一般会計と特別会計の決算

図１　一般会計の歳入・歳出

総額 823億6662万円
〔13億6958万円蛬〕

歳 

入
総額 819億8428万円
〔９億906万円蛬〕

歳 

出

差し引き ３億8234万円

民生費　329億4145万円
福祉や生活保護など
〔17億8040万円蚶〕

市税　219億3417万円
市民や法人が納めた税金
〔２億1677万円蚶〕

道支出金　51億4640万円
道からの補助金など〔3318万円蚶〕

衛生費　47億5814万円
予防接種やごみ処理など〔１億2780万円蚶〕

総務費　44億5267万円
庁舎管理や防災など〔１億1794万円蛬〕

その他　95億5936万円
施設の使用料や財産収入、繰入金など
〔１億8776万円蚶〕

市債　46億1300万円
長期的な借金〔17億6526万円蛬〕

諸収入　122億6451万円
貸付金返還金や給食費など
〔6566万円蛬〕

国庫支出金　141億7237万円
国からの補助金など
〔４億975万円蚶〕

地方交付税　146億7681万円
国から交付されたお金
〔３億8612万円蛬〕

その他　33億8064万円
議会費など〔２億8853万円蛬〕

農林水産業費　33億4854万円
農業振興や土地改良事業など〔３億8682万蛬〕
消防費　32億1054万円
消防や救急など〔７億5588万蛬〕

災害復旧費
１億7566万円
〔皆増〕

土木費　55億883万円
道路や公園などの整備〔３億4765万円蛬〕

教育費　64億8709万円
学校教育や生涯学習
〔１億68万円蚶〕

商工費　85億8129万円
産業・観光などの振興
〔16億182万円蛬〕

公債費　91億3943万円
借りたお金の返済金
〔４億504万円蚶〕

※[　]は前年比
※歳出の各項目には、関係する職員の給与費を含めています。
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図２　実質公債費比率の推移 図３　将来負担比率の推移

会計区分 歳　入 歳　出 翌年度繰越事業財源 実質収支
一般会計 823億6662万円 819億8428万円 1526万円 ３億6708万円

国民健康保険会計 206億7477万円 204億  890万円 − ２億6587万円
後期高齢者医療会計 21億2676万円 20億4933万円 − 7743万円
介護保険会計 134億9264万円 131億6997万円 − ３億2267万円
中島霊園事業会計 6156万円 6156万円 − −
簡易水道事業会計 8150万円 8150万円 − −
農村下水道事業会計 １億3401万円 １億3401万円 − −
ばんえい競馬会計 169億9273万円 169億2395万円 − 6878万円
駐車場事業会計 １億  215万円 １億  215万円 − −
空港事業会計 11億4154万円 11億4154万円 − −

合　　計 1371億7428万円 1360億5719万円 1526万円 11億  183万円

特
別
会
計


